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図 2-2-18 振動規制法の指定状況 

 

図 2-2-18 振動規制法の指定地域

出典：「振動規制法の地域指定」（上越市、平成 23 年） 
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表 2-2-40 特定建設作業等に関する振動の規制基準 
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時  間 
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作業時間 
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作業時間 

規制の項目 

 

 

特定 
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及び圧入式くい打機を除

く）またはくい打・くい抜

機（圧入式くい打・くい抜

機を除く）を使用する作業 

２．鋼球を使用して建築物

その他の工作物を破壊す

る作業 

３．舗装版破砕機を使用す

る作業（作業地点が連続的

に移動する作業にあって

は、1日における当該作業

に係る２地点間の最大距

離が 50ｍを超えない作業

に限る） 

４．ブレーカー（手持式の

ものを除く）を使用する作

業（作業地点が連続的に移

動する作業にあっては、1

日における当該作業に係

る２地点間の最大距離が

50ｍを超えない作業に限

る） 
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注）１号区域....振動規制法第３条の規定により指定された区域のうち、良好な住居の環境を保全するため、特に静穏の保持を必

要とする区域、住居の用に供されているため、静穏の保持を必要とする区域、住居の用に併せて商業、工業等の

用に供されている区域であって、相当数の住居が集合しているため、振動の発生を防止する必要がある区域、学

校・保育所・病院、患者の収容施設を有する診療所・図書館・特別養護老人ホームの敷地の周囲おおむね80ｍの

区域内 

  ２号区域....上記、１号区域以外の区域 
出典：振動規制法施行規則（昭和51年、総理府令第58号） 

 

表 2-2-41 道路交通振動に係る要請限度 

時間区分 

区域区分 
昼 間 夜 間 

第１種区域 ６５デシベル ６０デシベル 

第２種区域 ７０デシベル ６５デシベル 

注）区域区分及び時間区分は前掲表 2-2-39の備考に同じ。 

出典：振動規制法施行規則（昭和51年、総理府令第58号） 

 



第 2章 対象事業が実施されるべき区域及びその周囲の概況 2-2 社会的状況 

2-91 

   5) 悪 臭 

悪臭防止法＊（昭和 46 年、法律第 91 号）では事業活動に伴って発生する悪臭物質＊の排

出を規制している。規制基準は、指定された規制地域内の全ての事業所に適用され、敷地

境界、煙突等の気体排出口及び排出水において、悪臭物質の濃度、またはそれに代わる臭

気排出強度あるいは臭気指数が定められている。新潟県では悪臭防止法に基づき臭気排出

強度または臭気指数（平成 15 年、新潟県告示第 2148 号）について、表 2-2-42 に示した

ように定めている。対象事業実施区域周辺における規制地域を図 2-2-19 に示す。対象事

業実施区域は悪臭防止法の第 1種区域に指定されている。 

 

 

表 2-2-42 悪臭防止法に基づく規制基準 
 

   ① 敷地境界線の規制基準 
 

区   分 第１種区域 第２種区域 第３種区域 

許容限度（臭気指数） １０ １２ １３ 

備考 

 第１種区域、第２種区域及び第３種区域とは、それぞれ次の各号に掲げる区域のうち法第３条の規定により

知事が指定する地域をいう。 

ア 第１種区域  

都市計画法(昭和43年法律第100号)第８条第１項第１号の規定による第１種低層住居専用地域、第２種低

層住居専用地域、第１種中高層住居専用地域、第２種中高層住居専用地域、第１種住居地域、第２種住居

地域、準住居地域、近隣商業地域、商業地域及びこれらに相当する地域 

イ 第２種区域  

都市計画法第８条第１項第１号の規定による準工業地域及び工業または農林漁業の用に併せて住居の用に

供されている地域 

ウ 第３種区域  

都市計画法第８条第１項第１号の規定による工業地域及び工業専用地域並びに悪臭に対する順応の見られ

る地域 
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   ② 気体の排出口の規制基準 

＜排出口の実高さが15ｍ以上の施設＞  
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ここで、F(x) ：臭気強度＊1m3N/s に対する地上での臭気濃度＊ 

    σy ：排出ガスの水平方向拡散幅（m） 

    σz ：排出ガスの鉛直方向拡散幅（m） 

    He(x) ：排出ガスの流れの中心軸の高さ（m） 

 

＜排出口の実高さが15ｍ未満の施設＞  

CI log10  

ここで、I：排出ガスの臭気指数 

B
bHKC 102   

ここで、K ：排出口の口径に関する値 

    Hb ：周辺最大建物高さ（m） 
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ここで、L ：敷地境界における臭気指数規制基準 

 

   ③ 排出水中における規制基準 
 

区   分 第１種区域 第２種区域 第３種区域 

許容限度（臭気指数） ２６ ２８ ２９ 

出典：「悪臭防止法施行規則」（昭和 47 年、総理府令第 39 号） 

「悪臭防止法による規制地域及び規制基準の指定」（平成 15 年、新潟県告示第 2148 号） 
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図 2-2-19 悪臭防止法の地域指定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2-19 悪臭防止法の地域指定

出典：「悪臭の防止について 悪臭防止法で定める規制地域 1.八千浦地区、

有田地区、保倉地区、頸城区」（上越市ホームページ、平成 23 年現在） 
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   6) 地盤沈下 

工業用水法*（昭和 31 年、法律第 146 号）、建築物用地下水の採取の規制に関する法律

（昭和 37 年、法律第 100 号）及び新潟県生活環境の保全等に関する条例（昭和 46 年、条

例第 51 号）により、地下水採取の規制を行っている。上越市において、新潟県生活保全等

に関する条例施行規則第 21 条別表 6 の 2 により指定されている地域を図 2-2-20 に示す。 

 

   7) 土壌汚染 

   ① 土壌汚染に係る環境基準 

環境基本法（平成５年、法律第 91 号）に基づき土壌の汚染に係る環境基準が定められて

いる。土壌の汚染に係る環境基準を表 2-2-43 に示す。 

 

表 2-2-43 土壌の汚染に係る環境基準 

項  目 環  境  上  の  条  件 

カドミウム 
検液１ℓ につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地においては、米１kg につき 0.4mg

以下であること。 

全シアン 検液中に検出されないこと。 

有機燐 検液中に検出されないこと。 

鉛 検液１ℓ につき 0.01mg 以下であること。 

六価クロム 検液１ℓ につき 0.05mg 以下であること。 

砒素 
検液１ℓ につき 0.01mg 以下であり、かつ、農用地（田に限る。）においては、土壌

１kg につき 15mg 未満であること。 

総水銀 検液１ℓ につき 0.0005mg 以下であること。 

アルキル水銀 検液中に検出されないこと。 

ＰＣＢ 検液中に検出されないこと。 

銅 農用地（田に限る。）において、土壌１kg につき 125mg 未満であること。 

ジクロロメタン 検液１ℓ につき 0.02mg 以下であること。 

四塩化炭素 検液１ℓ につき 0.002mg 以下であること。 

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 検液１ℓ につき 0.004mg 以下であること。 

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液１ℓ につき 0.02mg 以下であること。 

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液１ℓ につき 0.04mg 以下であること。 

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 検液１ℓ につき１mg 以下であること。 

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 検液１ℓ につき 0.006mg 以下であること。 

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液１ℓ につき 0.03mg 以下であること。 

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 検液１ℓ につき 0.01mg 以下であること。 

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 検液１ℓ につき 0.002mg 以下であること。 

チウラム 検液１ℓ につき 0.006mg 以下であること。 

シマジン 検液１ℓ につき 0.003mg 以下であること。 

チオベンカルブ 検液１ℓ につき 0.02mg 以下であること。 

ベンゼン 検液１ℓ につき 0.01mg 以下であること。 

セレン 検液１ℓ につき 0.01mg 以下であること。 

ふっ素 検液１ℓ につき 0.8mg 以下であること。 

ほう素 検液１ℓ につき１mg 以下であること。 

備考 1～2 省略 

3 「検出されないこと」とは、定量限界を下回ることをいう。 

4 有機燐とは、パラチオン、メチルパラチオン、メチルジメトン及びＥＰＮをいう。 

出典：「土壌の汚染に係る環境基準について」（平成 3年、環境庁告示第 46 号） 




